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研究成果の概要（和文）： 
 本研究は小児期に肥満であった者を対象に予後調査（平均経過年数 23.7年）を実施した。対
象者の平均年齢は初診時 10.4 歳、予後調査時 34.2歳であった。初診時の平均肥満度は 46.1±
19.1%であり、予後調査時の平均 BMI は 28.9±7.0kg/m2となっていた。小児期に肥満の程度が
高かった者ほど成人で肥満を呈している割合が高く、全体としては 68.8%が肥満を継続してい
た。小児期から肥満を継続していた群では肥満を解消した群に比べ、腹囲、皮下脂肪面積、内
臓脂肪面積、尿酸が有意に高く、HDL-C は有意に低値を示した。小児期から成人期まで肥満を
継続していた者では成人から肥満になった者に比べ、循環器系、糖代謝系に異常の多い傾向が
認められた。 
 
研究成果の概要（英文）： 

A follow-up study (mean years elapsed: 23.7) was conducted involving those who were 
obese in childhood. The mean age of subjects was 10.4 on the initial consultation, and 
34.2 at the time of the study. The mean percentage of overweight persons on the initial 
consultation was 46.1±19.1%, while the mean BMI at the time of the study was 28.9±7.0 
kg/m2. Those who were obese in childhood tended to show a higher adult obesity rate; 
childhood obesity continued in 68.8% of all subjects. In those with continuous obesity, 
compared to those in whom obesity was resolved in adulthood, waist, subcutaneous and 
visceral fat areas, and uric acid levels significantly increased, while HDL-C levels 
significantly decreased. 
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１．研究開始当初の背景 
 アメリカでは BMI パーセンタイルで 85%を
越える小児が 31.9%存在し、日本においても
肥満度 20%を越える児童が約 10%存在するな
ど肥満小児の増加は世界的な問題として認
識されている 1)。小児期の肥満は、低体力の
典型であるばかりでなく、子どもの段階で生
活習慣病を発症している場合もあることか
ら早期対応が望まれている。これまで我々は
小児期からの生活習慣病予防を課題とし、肥
満小児の内臓脂肪蓄積・メタボリックシンド
ロームの状況、食事療法と運動療法を併用し
た減量プログラムの効果などを検討してき
た 2)。一方で、3～6 ヶ月といった短期的な介
入による小児肥満の改善を目的とした検討
は我々の報告を含め若干存在するが、小児期
における肥満の継続や改善が成人期の健康
状態にどのような影響をもたらすかといっ
た長期的な検討は十分でない。 
 
２．研究の目的 
本研究では過去に肥満を主訴として医療

機関を受診した小児の診療記録をもとに予
後調査を実施し、1)小児期からの肥満継続・
解消の要因や成人期の生活習慣病との関わ
りについて、2)希望者に再度医療機関を受診
してもらい、成人期における生活習慣病のリ
スクを検討、3) 成人してから肥満を呈した
別の群を設定し、2)の小児期から肥満を継続
していた群と臨床検査値を比較するといっ
た 3点を目的とした。 
 

３．研究の方法 
 (1) 1976 年から 1992 年の間に肥満を主訴
として通院した 6 歳から 15 歳の小児を対象
とした。2011 年の段階で診療記録の残ってい
る 908名（男性 524名、女性 384名、初診時
の平均年齢 10.4±2.7 歳、平均肥満度 47.2
±19.9%）に対し、2011 年 3 月から 5 月にか
けて現在の形態や健康度、栄養摂取状況を尋
ねる予後調査を実施した。 
健康度の調査には健康関連 QOL尺度である

日本語版 SF-36 を用い、身体機能（PF）、日
常役割機能(身体)(RP)、身体の痛み(BP)、社
会生活機能(SF)、全体的健康感(GH)、活力
(VT)、日常役割機能(精神)(RE)、心の健康
(MH)といった 8 つの健康尺度を評価した。 

栄養摂取状況に関しては簡易型自記式食
事歴法質問票(BDHQ)を用い、エネルギー摂取
量、ならびに循環器疾患と関わる食塩、脂質
摂取比率、飽和脂肪酸、コレステロール、ア
ルコール、ビタミン C、食物繊維、カリウム
について評価した。また、1 回 30分以上の運
動を週 2 階以上実施し、1 年以上継続してい
る者を運動習慣者として定義した。 

 
 (2) 回収された結果を元に、小児期から成
人期にかけての肥満トラッキング状況につ
いて検討した。小児期における体型の判定に
は肥満度を用い、標準体重は 2000 年の性別
年齢別身長別体重を用いた。肥満度 20%以上
30%未満を「軽度肥満」、30%以上 50%未満を「中
等度肥満」、50%以上を「高度肥満」と定義し
た。成人期の BMI は 25kg/m2以上を肥満と判
定し、肥満の継続・解消と生活習慣病保有数、
健康関連 QOLや食事摂取状況との関わりにつ
いて検討した。 
 
 (3) 調査紙を送付した者のうち希望者に
再度来院してもらい、問診、形態計測、血圧
測定、空腹時採血、腹部 CT 撮影等の臨床検
査を実施した。その後、肥満を継続した群
(BMI≧25)と解消した群(BMI<25)に分け、各
検査値を比較検討した。 
 
 (4) 小児期には標準体型で、成人以降に肥
満(BMI≧25)した群（非肥満→肥満群）を新
たに設定し、問診、形態計測、血圧測定、空
腹時採血等の臨床検査を実施し、(2)の対象
のうち成人まで肥満を継続した群（肥満→肥
満群）と各検査値を比較検討した。 
 
なお、これらの研究は国立病院機構三重病

院倫理委員会の審査を経て、対象者から同意
を得た上で実施した。 
 
４．研究成果 
 (1)不達(199通)を除いた調査紙配布数 709
通のうち回収数は 222 通であり、有効回収数
は 31.3%であった。対象者の平均年齢は初診
時 10.4±2.6歳、予後調査時 34.2±4.4歳で
あり、初診時からの平均経過年数は 23.7 年
であった。初診時の平均肥満度は 46.1±
19.1%であり、予後調査時の平均 BMI は 28.9
±7.0kg/m2(男性 30.2±7.5 kg/m2、女性 27.5
±6.2 kg/m2)、成人期に肥満（BMI≧25）を呈
していた割合は全体で 68.8%(男性 76.7%、女
性 59.6%)であった(表 1)。1998年に同じコホ
ートで行われた第一回目の予後調査 3)では平
均経過年数が 11.8 年であり、調査時（平均 

 

表1　初診時と予後調査時における身体的特性

年齢(歳) 身長(cm) 体重(kg) BMI(kg/m2) 肥満度(%)

全体 10.4±2.6 141.7±14.2 53.9±18.3 26.0±4.5 46.1±19.1
男性(n=126) 10.6±2.5 143.4±14.1* 56.2±19.1* 26.5±4.7 48.0±20.3
女性(n=96) 10.2±2.7 139.5±14.2 50.8±16.9 25.3±4.2 43.8±17.4

年齢(歳) 身長(cm) 体重(kg) BMI(kg/m2)
34.2±4.4 164.9±8.9 79.3±22.3 28.9±7.0
34.4±4.4 170.6±6.7* 88.0±23.0* 30.2±7.5*
33.8±4.3 158.4±6.2 69.2±16.6 27.5±6.2

*;　P<0.05 男性 vs 女性

初診時

予後調査時



年齢 23.9 歳）に肥満と判定された割合は
54.7%であったことから、加齢とともに肥満
と判定される割合が増加している傾向がう
かがえた。 
初診時の肥満度別に検討すると、小児期に

軽度肥満で成人期に肥満と判定された割合
は 60.7%(平均 BMI 28.4±8.5kg/m2)、同様に
初診時に中等度肥満で成人期に肥満と判定
さ れ た 割 合 は 61.4%( 平 均 BMI 27.2 ±
5.5kg/m2)、初診時に高度肥満で成人期に肥満
と判定された割合は 84.8%(平均 BMI 31.8±
7.4kg/m2)と小児期に肥満の程度が高かった
者ほど成人期肥満への移行率が高く、また肥
満の程度も大きかった。 
 トラッキングの性差を検討してみると、平
成 22 年の国民健康・栄養調査における 30～
40 歳代の男性肥満者、女性肥満者の割合はそ
れぞれ 32%程度、11%程度であることから、小
児期に肥満であると男性でおよそ 2.4 倍
(76.7%)、女性でおよそ 5.4 倍(59.6%)、成人
期に肥満を呈する確率が高いことが示唆さ
れた。また、初診時の年齢ならびに経過年数
を調整した初診時の肥満度と成人期の BMIと
の偏相関は男性で r=0.228(P<0.05)、女性で
r=0.359(P<0.001)であったことから、女性に
おいて小児期の肥満度から成人期の BMIを推
定しやすいと考えられた(図 1)。 

 成人期における肥満継続の有無と健康関
連 QOL尺度である SF-36との関連を検討した。
肥満継続群では解消群に対し、8 つ全ての健
康尺度が有意に劣っており（表 2）、特に全体
的健康感と心の健康の指標においては 2007
年の国民標準値と比べても有意に低かった
(それぞれ P<0.05)。また、成人期まで肥満を
継続していた群のみにおいて、初診時の肥満
度別に健康尺度を比較した結果、初診時に軽
度・中等度肥満であった群に比べ高度肥満で
あった群で身体機能(P<0.05)、活力(P<0.01)、
日常役割機能(精神 )(P<0.05)、心の健康
(P<0.05)といった尺度が有意に劣っていた。 

 

このように小児期からの肥満の継続は主観
的な健康観に大きな影響を及ぼすと考えら
れ、特にその影響は小児期の段階から高度肥
満であった群で高いことが示唆された。 
 成人期における高血圧症、脂質異常症、脂
肪肝、2 型糖尿病、痛風といった生活習慣病
保有数は肥満解消群 0.08±0.28 個、肥満継
続群 0.61±0.84 個と継続群で有意に高く、
小児期からの肥満の継続は生活習慣病やメ
タボリックシンドローム発症と深く関わっ
ていると考えられた（図 2）。一方、肥満解消
群については生活習慣病のリスクも少なく
なることから、成人期でのリスクを考え、長
期的に肥満を解消していくことの意義が示
唆された。 

 食、運動といった環境要因と肥満のトラッ
キングに関して検討した。BDHQより求めたエ
ネルギー摂取量や各栄養素は肥満の継続、解
消にかかわらず 2群間で有意差は認められな
かった。一方、運動習慣者の割合は肥満解消
群（46.6%）に比べ肥満継続群（23.3%）で有
意に低かった（表 3）。平成 22 年の国民健康・
栄養調査では成人における運動習慣者はお
よそ 30%であることから、肥満継続群で運動
実践が少なく、解消群では意識的に運動を実
践していた者が多いと推測された。本調査ま
での食や運動の詳細は不明であるが、食の要
因に比べ運動の要因が肥満の解消、継続に関
与している可能性が示唆された。 

 
(2) 再度医療機関を受診した者（男性 11名、
女性 10名）の平均年齢は 34.7±3.9であり、
5 名（男性 1名、女性 4名）が肥満を解消し、
16 名(男性 10 名、女性 6 名)が肥満を継続し
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肥満解消群 肥満継続群

P<0.001

図2 肥満継続と生活習慣病保有数

(個)

表2　肥満の継続状況別にみた健康尺度（SF-36)の比較

解消群 94.6 ± 11.1* 95.9 ± 10.0* 34.5 ± 32.2* 68.5 ± 23.9*
継続群 89.6 ± 11.8 91.5 ± 15.5 46.1 ± 28.7 58.2 ± 20.2

解消群 68.3 ± 16.2* 90.7 ± 16.1* 93.4 ± 13.6* 76.4 ± 16.2*
継続群 59.9 ± 21.5 85.6 ± 22.0 87.8 ± 19.7 68.2 ± 21.6

*; P<0.05 解消群 vs 継続群

PF RP BP GH

VT SF RE MH

表3　肥満の継続状況別にみた運動習慣者の割合

(%)

解消群
継続群

χ2=10.247, P<0.01

46.6
23.3

53.4
76.7

運動習慣者 運動非習慣者



ていた。肥満を継続していた群では初診時の
年齢、肥満度を補正した後でも腹囲、内臓脂
肪面積、皮下脂肪面積、尿酸値が有意に高く、
一方、HDL-C は有意に低値を示した（表 4）。
また、SF-36 によって求めた身体機能（PF）
も肥満継続群で低値を示していた。小児期に
肥満 であっても成人期に肥満を解消するこ
とによって臨床検査値は適正値を示すのに
対し、小児期からの肥満の継続は生活習慣病
やメタボリックシンドロームの発症と深く
関わっていると考えられた。 

 
(3) (2)において小児期から成人期まで肥満
を継続した男性 10 名（肥満→肥満群）と性、
年齢、身長、体重、BMI、体脂肪率をマッチ
させ、20 歳以降に肥満(BMI≧25)となった 10
名（非肥満→肥満群）の臨床検査値を比較検
討した。BDHQ から求めた両群間の栄養摂取状
況に有意差は認められなかった。臨床検査値
において収縮期血圧、安静時心拍数、空腹時
血糖値、HbA1c は肥満→肥満群で有意に高か
った（表 5）。一方、総コレステロール、トリ
グリセライドといった血中脂質、GOT、GPT、
尿酸値といった肝臓・腎臓機能のマーカーに
有意差は認められなかった。以上の結果より、
成人期に同程度の肥満（BMI32 程度）であっ
ても小児期から肥満を継続している場合と、
成人期になってから肥満を形成した場合と
では代謝適応等も異なっていることが予想
され、特に長期間にわたる肥満の継続は循環
器系や糖代謝系に及ぼす影響が大きいと予
想された。 

 
５．結語 
 本研究では我が国における肥満小児の診
療情報データベースを元に予後調査（平均経
過年数 23.7 年）を実施した。その結果、 
1)初診時の年齢や肥満度によって異なるも
のの、60～85%の確率で小児期の肥満は成人
期の肥満へトラッキングしていた。男児に比
べ女児で小児期の肥満から成人期の肥満を
推定できる確率が高いことが示唆された。肥
満を継続した群では解消した群に比べ生活
習慣病の保有数が多く、また、質問紙による
健康度も低いことが示唆された。肥満解消群
で肥満継続群に比べ運動の実施頻度が高い
ことが示唆された。 
2)再来院した者のうち肥満を継続していた

群では肥満を解消していた群に比べ腹囲、内
臓脂肪面積、皮下脂肪面積、尿酸値は高く、
一方、HDL-C は低値を示していた。 
3)成人してから肥満になった者に比べ、小児
期から肥満を継続した群では特に循環器や
糖代謝系への負担が大きい可能性が示唆さ
れた。 
高度肥満になってから医療機関に来た場

合、85%といった確率で成人期の肥満へ移行
し、生活習慣病の保有数が高く、精神的健康
度は低いことから、子どもを肥満に進めない
身体活動や健康教育のあり方、子どもの肥満
を早期に発見し、進展を予防する方策、小児
期に中～高度の肥満になったとしてもそれ
を改善するためのプログラム作成などが課
題になると考えられた。また、より長期にわ
たった予後調査を実施することにより小児
期からの肥満継続・解消における問題点、意
義が明らかになると考えられた。 
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*;　P<0.05 肥満→肥満群 vs 非肥満→肥満群
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